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本文は p. ９へ

ＩＴを基盤としたインドの産業発展と

知識型社会を目指した人材育成の動き

　BRICs の一角をなすインドは、経済自由化、IT 関連産業の発展を通じて急激な経済

成長を遂げつつあり、国際的な存在感が急速に高まってきている。2050 年までには、

インドが世界第３位の経済大国に躍り出ると予測されている。少子化問題を抱える我が

国とは対照的に、人口 11 億人に対し、次世代を担う 25 歳以下の若年層の割合は 50%

を超える。豊富な労働力に加え、世界最大の民主主義国家であること、高い英語能力、

安価な労働賃金が競争優位の源泉といわれてきた。しかし、これら以上に最も重要と考

えられる点は、高い能力を備える人材を持続的に輩出するシステムを備えようとしてい

る点である。

　インドの躍進を支えてきたのはソフトウェアを中心とするIT産業であった。2007年度

には対GDP比で5.4%を占めると言われている。インドは世界のオフショア市場の６割を

占めるソフトウェア大国に成長した。そのインドが次に狙う市場がバイオ産業である。特

に、IT産業との親和性が高く、バイオテクノロジーの基盤技術となるバイオインフォマ

ティクスに国を挙げて注力し始めている。多くのバイオインフォマティクスに関するプ

ロジェクトが進められており、研究拠点が設置されている。また、そのためのスーパーコ

ンピュータを整備する動きもある。創薬、診断、治療などのライフサイエンス産業以外に

も、バイオ燃料、農業など広範囲に適用される可能性があり、その研究成果が生み出す潜

在市場の大きさは計り知れない。

　このような産業発展を支えるのは人材である。しかし、世界第２位の人口を誇るイン

ドでさえも、あまりにも急激な経済発展のために必要な人材を十分に確保できていない。

人材不足は持続的な経済成長はもとより、国際競争力を高めていく上で大きな障壁とな

る。そのため、インドは高等教育機関の充実を通じて、産業界とアカデミアの人材ギャッ

プを埋めるべく必要な人材の育成に取り組んでいる。

　インドは人材不足に対する危機意識が高く、人材育成および人材確保に積極的である。

その理由は、知識型社会としての発展を目指し、新しい時代を開く原動力として人材を

捉えているからであろう。インドが目指しているのは、従来の業務アウトソーシングか

ら優秀な人材を基盤とした知識業務のアウトソーシング、更には知識型社会としての発

展に他ならない。インドは豊富な若年層の存在に加え、高等教育機関の拡大も着実に推

進している。しかし、そのインドですら世界規模で優秀な人材を確保しようとする動き

を見せていることに対し、我々はもっと目を向けるべきだろう。

科学技術動向

概　要
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1  はじめに ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　

　18 世紀には蒸気機関が産業革

命をもたらしたといわれている

が、その動力は、石炭、石油のよ

うな化石燃料であった。しかし時

代を経て、社会の変革をもたらす

動力は化石燃料ではなく、知識

（knowledge）へと変化しつつあ

る。世界の知識供給源となる戦略

を打ち立て、次世代における競争

力の優位性を確保しようとする動

きを見せているのが、同じアジア

に属するインドである。

　BRICs の一角をなすインドは、

経済自由化、IT 関連産業の発展

を通じて急激な経済成長を遂げつ

つあり、国際的に存在感が急速

に高まってきている。2032 年頃

に、インドが世界第３位の経済

大国に躍り出るという予測があ

る 1）。また、2006 年にまとめら

れた BRICs 諸国をはじめとする

急成長地域に本拠を置く新興企業

100 社を調べた報告書 2）による

と、既にインド企業は 21 社にの

ぼり、そのうち７社が、「技術力を

世界のイノベーションに発展させ

た企業」に分類された。インドの

潜在能力はすでに世界が認めると

ころである。

　少子化問題を抱える我が国とは

対照的に、インドは人口 11 億人

に対し、次世代を担う 25 歳以下

の若年層の割合が 50% を超える。

豊富な労働力に加え、世界最大の

民主主義国家であること、高い英

語能力、安価な労働賃金が競争優

位の源泉といわれている。しかし、

これら以上に最も重要と考えられ

る点は、高い能力を備える人材を

持続的に輩出するシステムを備え

ようとしている点である。

　インドと我が国の関係を科学技

術の視点でみると、1985 年には

日印科学技術協力協定が締結さ

れたが、それ以降、両国の関係

に目立った動きはなかった。し

かし、ここ数年、両国首脳の訪問が

相次いで実現した。2007 年８月

には内閣総理大臣がインドを訪

問し、「新次元における日印戦略

的グローバル・パートナーシップ

のロードマップに関する共同声

明」が出され、両国の科学技術分

野（情報通信技術、ナノテクノロ

ジー、生命科学、宇宙）における

協力の枠組みが再確認された。ま

た、2006 年 12 月には生命科学

の分野で（独）理化学研究所とイン

ド科学技術省との科学技術協力覚

書が締結されるなど、従来から一

歩踏み込んだ関係も構築されつつ

ある。このように両国の関係は急

速に深まりつつある。

　このような背景を踏まえて、本

稿では、インドにおける IT 分野

の発展を概観した後、IT との親

和性が高く、かつ巨大な潜在市場

を創出する可能性を秘めているバ

イオインフォマティクスの動きを

まとめる。さらに、知識型社会を

目指すインドにとって、持続的発

展を支えるのに欠かせない人材に

対する取り組みが、産学官の様々

なレベルで実行されていることに

ついて述べる。

2  インドの IT産業 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　

２‐１

ソフトウェア産業の強さ

　インドの躍進を支えているの

はソフトウェアを中心とする

IT-BPO（IT 及び業務プロセスア

ウトソーシング：IT 産業）注１）

である。そのうちハードウェア関

連は産業全体のわずか 20% 足ら

ずであり、残り全てはソフトウェ

ア及びサービス関連が占める。イ

注１ インド・ソフトウェア・サー
ビス企業協会(NASSCOM)の定義

によれば、IT services、BPO(Business 
Process Outsourcing)、Engineering 
Services and R&D,Software Products、
Hardware領域全てを含む産業。本稿

ではIT産業とほぼ同意とする。

■ 用 語 説 明 ■
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図表２　インドのソフトウェア業務形態の変遷

ンドは世界のソフトウェア大国に

成長した。

　図表１はインドIT産業の市場規

模と対GDP比の推移を示してい

る。IT産業の市場全体が成長を遂

げているが、特に輸出向けに注目

すると、1998年度の18億ドルか

ら2007年度にはおよそ18倍とな

る319億ドル規模に達する見込み

である３）。これは全世界における

IT-BPOのオフショア（海外への

業務委託）のおよそ６割に相当す

る。その結果、2007年度にはIT産

業は対GDP比で5.4%を占めるも

のと予想されている3）。

　特にハードウェアを除いたソフ

トウェア及びサービスは年率 30%

以上の勢いで成長し、その約 80%

が輸出され、インド最大の輸出産

業となっている。2006 年度の輸

出内訳は、米国向けが 67%、欧州

向けが 25%（英国が15%）であり、

輸出相手のほとんどは英語圏であ

る。日本向けはわずか 1.5% にす

ぎない４）。ハードウェアを除い

たソフトウェア及びサービス分

野において、高度な専門性を持っ

た人材の直接雇用数は、1998 年

度 の 19 万 人 か ら 2007 年 度 に

は 163 万人に達する見込みであ

る 3）。直接雇用以外にも裾野の雇

用人数を考慮する必要はあるもの

の、人口のわずか 0.2% 以下の人々

によって GDP の 5.4% が創出され

ている計算である。

　現在のソフトウェアおよびサー

ビスの内訳は、欧米からの業務ア

ウトソーシングが主流で、カスタ

ムアプリケーション開発、アプリ

ケーション管理を行なう IT サー

ビス、次いでコールセンターなど

の顧客対応、財務会計、人事管理

など IT を用いたバックオフィス

業務である。

　インドのソフトウェア業務形

態は時代とともに変化し、大きく

４つのフェーズに分類することが

できる（図表２）。1995年頃までは

主として欧米企業の下請けが専門

で、その魅力は低コストであった

（Phase I）。しかし2000年頃にな

ると、ただ単に安いだけではなく

品質、生産性の高さが認知され、単

なる下請けから開発業務が増加し

た（Phase II）。2005年頃になると、

コスト、品質、生産性に加え、顧客

データのようなセキュリティの高

い情報を扱う業務に対しても安

心して発注できる信頼を得るの

と同時に、これまでは依頼元企業

に出向くオンサイトの業務形態か

らインド国内でソフトウェア開発

業務を行なうオフショアが主流に

なってきた（Phase III）。これは開

発オーバーヘッド費用を削減する

とともに、インド企業がクライア

ントから信頼を得た証拠でもあっ

た。業務形態の変化に同期して、

2000年ごろを境に国内向けと輸

出向けの反転がみられる（図表1）。

そして、2005年以降、例えば多国

籍企業の世界各国の支店システム

を統一するような世界規模の大型

システム開発の受注が増加するな

科学技術動向研究センターにて作成

図表１　インド IT 産業の市場規模と対 GDP 比の推移（*2007 年度は推定値）

※ ハードウェアを含む。各 Phase は図表２に対応。

出典 : 参考文献
3）

を基に科学技術動向研究センターにて作成

年代 発展段階 業務形態 主な業務場所 備考

1985-1995 Phase I 欧米企業の下請け オンサイト 低コストが魅力

1995-2000 Phase II 下請けから開発業務へ オンサイト
品質、 生産性も認知され

る

2000-2005 Phase III セキュリティの高い開発も オフショア
セキュリティの高さも認知

される

2005 ～ Phase IV グローバルな開発へ オフショア

コスト、 生産性、 品質、

セキュリティに加え、 イノ

ベーションが期待される
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ど、インド企業が担う役割の重要

性が高まりつつある（Phase IV）。

　今後も成長基調はしばらく続く

とみられ、2010 年には IT 産業の

輸出額が 600 億ドルを超えると

試算されている 4）。

　インド政府の現在の研究開発

投資額は欧米、中国に比べて非常

に少なく、インド情報通信省の

予算は他分野と比較してさらに

少ない。しかし、インドがアウト

ソーシングにより世界から研究

開発を受託することにより生じ

る市場は、2003年には13億ドル

であったが、2010年には91億ド

ル程度まで拡大すると予想され

ている５）。インド全体の研究開発

投資額は一見するとまだ少ない

が、ここ数年、エンジニアリングと

称するCAD/CAMを用いた構造解

析や組込みソフトウェア、あるい

は研究開発といった高度な委託業

務が増加傾向にあり、実質的に、海

外からの研究開発アウトソーシン

グがインドの研究開発を支援する

構図になっていることに留意する

必要がある。最近では、海外の大手

企業がインドを研究開発拠点と位

置づけ、知識業務プロセスをアウ

トソーシングする動きが目立って

きている（図表３）。

２‐２

IT産業発展に

影響を与えた米国指向

　インドがIT産業を目指した理

図表３　海外大手企業によるインド拠点への投資例

出典 : 参考文献 3) を基に科学技術動向研究センターにて作成

由は、選び抜いた結果ではなく、む

しろ消去法による選択だったよ

うである。

　1980年代当時のインドは、イン

フラが乏しく、主な国内産業とい

えば農業、鉄鋼業などしかなかっ

た。一方で、学ぶことに対しては尊

重される風土があり、特に数学を

基礎とする理工系のバックグラン

ドを持つ人材が数多くいた。ITは

大規模なインフラを必要とせず、

理工系人材を生かす数少ない選択

肢のひとつだったのである。加え

て、インド特有の国内事情がIT産

業への人材流動性を加速させる

こととなる。インドIT産業は当初

より、海外市場に焦点を当ててい

たため、実力主義が自然の流れで

あった。IT産業を志せば、従来固

定化されていた人生の規定路線か

ら脱却し、活躍できる機会を得る

ことにつながった。こうして優秀

な人材がごく自然にIT産業に集

中し、世界から高い評価を得て、今

日の発展につながっている。

　目覚しいIT産業の発展を遂げ

てきたインドは、今日に至るまで

常に米国をビジネスの対象とし

て指向してきたと言えるだろう。

前述のように、ソフトウェアおよ

びサービスの輸出のおよそ７割

が米国向けである。その背景に

は、両国とも英語を主要言語とし

ていること、米国で最先端のITあ

るいは学問を学ぶため、米国の大

学に多くのインド人学生が留学

したことが挙げられる。2006年、

米国に留学するインド人学生は

全体で76,000人に上り、米国から

見てインドは最大の留学生供給

国となっている６)。さらに、その

74%が大学院に在籍しており、イ

ンドの頭脳が、ソフトウェアに限

らず米国の最先端研究の多くを

担っている。

　留学生の多くは米国で仕事に就

き、努力の結果、やがて社会に受

け入れられ高い地位を得るに至っ

た７)。最近ではこれらの人材がイ

ンドへ帰国し、さらにインド国内

企業あるいは在印米国企業へと優

秀な人材の頭脳還流が起こってい

る。正確な数値の把握は難しい

が、2003 年から 2004 年の２年

間でインド系米国滞在者がインド

に戻ってきた推定人数は、１万人

から４万人に及ぶと言われている
８)。インドは低コストで労働力を

確保できることもさることなが

ら、優秀な人材が米国の生活、商

習慣、開発手法までをも身に付け

ていたことは、実際のビジネスを

進める上で米国企業にとって大き

な魅力となった。このような意味

で、インドと米国の関係は一層強

化されつつある。

　インドが米国を注視してい

る一例として、積極的なソフト

ウェア品質認定取得が挙げられ

る。米国ではソフトウェアの業

務委託時にCMM注２）(Capability 

Maturity Model： 能力成熟度モ

デル)をはじめとした、品質に関

する認証を重視する傾向がある。

CMMにおいて最も難易度が高い

とされるレベル５を取得してい

る企業は全世界で120社あるが、

そのうち90社をインド企業が取

企業名 投資期間と投資額

米 IBM 2006 ～ 2009 年に 60 億ドル

米 Microsoft 2005 ～ 2009 年に 17 億ドル

米 Cisco 2006 ～ 2009 年に 11 億ドル

米 Intel 10 億ドルの投資 ( インドベンチャーファンドへの投資 2.5 億ドルを含む )

独 SAP 2000 万ユーロ

米 Dell 2006-2009 年に 3000 万ドル

独 BOSCH 今後 3 年間に 2 億ドル

米 Boeing 整備関連施設に 1 億ドル、 シミュレータ等の訓練支援設備に 8500 万ドル以上

仏 EADS(Airbus) 今後 15 年間に 26 億ドル

注２ 能力成熟度モデル。ソフト
ウェア開発のベストプラクティス

を体系化・普及を目指し、米国国

防総省の支援を受け、米カーネギー

メロン大学にソフトウェア工学研

究所 (SEI) が設置され開発したも

の。プロジェクト組織が能力成熟

度別に５段階に規定されている。

■ 用 語 説 明 ■
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　バイオテクノロジー分野は、我

が国をはじめ欧米においても、積

極的な研究開発投資がなされてい

る。その中で、当該分野の基盤技

術と期待されているのが IT と親

和性の高いバイオインフォマティ

クスである。

　世界的なバイオテクノロジーの

潮流は、High Throughputと呼ば

れる網羅的なデータ計測が主流と

なり、得られるデータ量は膨大に

なってきている。それを計測・解析

するには、もはや人間の能力の限

得している。それ以外にも、インド

の多くの企業では、米国企業が外

国企業に業務委託する際に重視

する各種の品質認定も併せて取

得している(図表４)。これらの認

定取得が、そのままソフトウェア

の品質を保証するものであるか

という点に関しては様々な見解

があるが、少なくとも取得が困難

といわれている各種品質認定を

数多くのインド企業が取得して

いるのは事実であり、業務獲得の

助けとなっていることも事実で

あろう。

　上記の品質へのこだわりは一例

にすぎないが、インドが教育の面

でも、ビジネスの面でも常に米国

レベルを指向していたことが結

果的に世界に通用するレベルの

実力を身につけることとなった。

米国がインドに対して、世界基準

の実力を養成し、それがインドの

IT産業を発展させたのだと言い

換えることもできる。

3  IT産業の次を狙うバイオインフォマティクス 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　

• 2年間で開発生産性を35% 向上
• 2年間で不具合を52% 低減
• 2年間でサービス依頼生産性を80% 改善
• 高い顧客満足度によるビジネス・リピート率 97%
• プロジェクトのスケジュール順守率92%

CMMI

PCMM

MBNQA

CFPM

BSC

CMM Level 5

ISO 9001

CMMI

PCMM

MBNQA

CFPM

BSC

CMM Level 5

ISO 9001

CMMI

PCMM

MBNQA

CFPM

BSC

CMM Level 5

ISO 9001

図表４　インド大手ソフトウェア企業における品質向上取り組みの事例

※ CMMI：能力成熟度モデル統合版、PCMM：人材能力成熟度モデル、MBNQA：
マルコム・ボルドリッジ国家品質賞、CFPM：クロス・ファンクショナル・プロ
セス・マッピング、BSC：バランススコアカード

界を遥かに超え、情報技術に頼ら

ざるを得ない領域に達している。

　バイオインフォマティクス（生

命情報科学）は、このような課題に

取り組むために、生物科学と情報科

学の境界に生まれた新しい科学技

術の学問分野である13）。事実、近年

では外部の膨大かつ多様なデータ

ベースを利用し、数学を応用した網

羅的な解析技術など、情報技術を駆

使することによって新たな知見が

得られる場面が急増している。

　図表５はバイオインフォマティ

クスが対象とする技術を生命情報

と応用・発展の軸で示している。

ポストゲノム時代に突入し、市場

化に至るにはより多くの生命情報

を取り扱わなければならない。生

命情報の増加に対し、シミュレー

ション技術（アルゴリズム等）、

データベース管理技術などの情報

技術がバイオロジーを支援する形

でバイオインフォマティクスの研

究が進められている。

　バイオインフォマティクスはバ

イオテクノロジーの基盤技術とし

出典 : 参考文献 14）を基に科学技術動向研究センターにて作成

生
命

情
報

応用・発展

システムバイオロジー

プロテオーム解析

発現タンパク同定
タンパク間相互作用解析

トランスクリプトーム解析

DNAチップ
マイクロアレイ解析

細胞シミュレーション

ゲノム解析

遺伝子領域予測
プロモーター予測

ゲノム比較 SNP解析

遺伝子ネットワーク推定

ドラックデザイン
ドッキングシミュレーション

RNA

タンパク質

ネットワーク

DNA

創薬 診断

食品 環境

データベース管理技術、データマイニング/人工知能、可視化技術、
シミュレーション技術 (アルゴリズム等)、ネットワーク技術 (グリッドコンピューティング等)

必要とされる
情報技術

期待される市場

治療

図表５　バイオインフォマティクスの対象技術

出典 : 参考文献９)
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て位置づけられ、創薬、診断、治

療などのライフサイエンス産業以

外にも、バイオ燃料、農業など広

範囲に適用される可能性があり、

その研究成果が生み出す潜在市場

の大きさは計り知れない。世界の

バイオインフォマティクス市場

は、2001 年の７億ドル程度から、

2010 年には 20 億ドル規模に達す

る 10，11）とみられており、この領

域は将来的な成長が期待できる。

　科学技術動向誌でも過去２回に

わたってバイオインフォマティ

クスの動向について報告してきた

が、いずれも対欧米の視点による

ものであった 12，13）。以降では、

まだ市場としての存在感は小さ

いが、IT 産業の強みを活用でき、

かつ将来的な成長が期待されてい

るインドのバイオインフォマティ

クスに注目し、その動向について

述べる。

３‐１

バイオインフォマティクス

への注力

　図表６は2004-05年のインド

バイオ産業のセグメント別シェ

ア と 輸 出 比 率 を 示 し て い る 。

2004-05年のインドにおけるバ

イオテクノロジー関連の市場規

模はおよそ11億ドルであった。セ

グメント別ではジェネリック医

薬品に代表されるBioPharmaが

大部分を占めていた。ジェネリッ

ク医薬品の市場規模は確かに大

きいが、この領域は特許の期限切

れを迎えた成分をいかに合成し、

かつ安価に提供するかが重要で、

科学技術に根ざした研究開発の

重みは少ない。他方、バイオイン

フォマティクスはセグメント別

のシェアは２%程度で小さいが、

国内向けが６割のBioPharmaと

は違い、輸出向けが大部分を占め

ることから、インドのバイオイン

フォマティクスの技術力は海外

市場で高く評価されているのが

わかる。

　このようにインドはバイオイン

フォマティクスが秘める潜在市場

の大きさと、高い国際競争力を有

するIT産業との親和性を強みと

して、バイオインフォマティクス

に注力し始めている。2002年から

2007年までの国家戦略を定めた

第10期５カ年計画においては、情

報技術分野でバイオインフォマ

ティクスの研究開発の必要性が説

かれ16）、現在策定中の第11期５カ

年計画のワーキンググループの

議論にもその重要性が強調され

ている17）。また、2002年に、ソフト

ウェア・サービス企業協会であ

るNASSCOM 注３）も、バイオイン

フォマティクスを今後のIT産業に

おける新興セクターのひとつと位

置づけている 18）。

　しかしながら、インドのバイオ

インフォマティクスはビジネス

としては緒についたばかりであ

る。まだ、市場規模は小さいなが

ら、2004年度の2,300万ドルから、

2006年度には3,300万ドルと年率

20%以上の成長を記録した15）。

３‐2

黎明期における取り組み

　インドにおけるバイオインフォ

マティクスは、1986 年頃のタン

パク質の構造解析の研究が始まり

だと言われている７）。これは、バ

イオインフォマティクスという

言葉が使われる 10 年前のことで

ある。インドは現代生物学にお

ける情報技術の重要性をいち早

く認識し、1986 年にバイオテク

ノロジー局の主導で国内主要研

BioAgri
7%

Bioinformatics
2%

BioIndustrial
7%

BioPharma
75%

BioServices
9%

輸出

72%
輸出

 41%

国内

59%

国内

28%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Bioinformatics BioPharma

売
上

内
訳

図表６　インドバイオ産業のセグメント別シェアと輸出比率 （2004-05）

出典 : 参考文献 15）を基に科学技術動向研究センターにて作成

（a） セグメント別シェア （売上高 11 億ドル） （b） 輸出比率

注３ インド・ソフトウェア・サー
ビス企業協会(National Association of 
Software and Service Companies)。
1,100社以上のメンバー企業(うち250
社は海外企業)からなる業界団体。

■ 用 語 説 明 ■
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究 機 関 を 結 ぶ ”Biotechnology 

Information System Network 

（BTISnet）”を開始した。このネッ

トワークは時代とともに拡張を

続け、現在も 61 研究機関を結び

研究者のトレーニングやシミュ

レーションなどに利用されてい

る。

　また早くも1987年にはプネ大

学において、バイオインフォマ

ティクスの修士コースが設置さ

れている。インドがこの時代にす

でにバイオインフォマティクス

の重要性に気づき、インフラが

十分とはいえなかっただろう環

境でネットワークを構築するだ

けでなく、人材育成にも力を入れ

ていたことは、驚くべきことであ

る。その後、各大学にも専門コー

スが設置されるようになるが、

1980年代当時、国内には当該分野

の市場はほとんどなく、当初から

海外に目を向けて人材育成をす

る姿勢があったと推測される。

３‐３

近年の研究動向

　早くからバイオインフォマティ

クス研究に注力した結果、現在欧

米のバイオインフォマティクス研

究の中心的あるいは指導的立場

に、多くのインド出身研究者が活

躍するに至っている 7）。

　インドにおけるバイオインフォ

マティクス研究の状況を把握す

るために、インド科学技術省バイ

オテクノロジー局（DBT）が管轄

する現在進行中のバイオ関連プ

ロジェクトのデータベース19）を

調査した。その結果、バイオイン

フォマティクスに関係するプロ

ジェクトは42件ある。公開されて

いるデータベースにはプロジェ

クト内容の記載がないためタイ

トルからの推測であることに留

意する必要があるが、ゲノム・タ

ンパク質の解析、タンパク質の構

造解析が半数程度を占め、次い

でデータベース作成・管理、創

薬・治療支援が多くみられる（図

表7）。研究機関別では、インド科

学大学院大学（IISc）、インド工科

大学（IIT）が５件ずつ、Centre for 

Cellular and Molecular Biology、

マドラス大学が３件ずつ採択さ

れている。

　バイオテクノロジー局は、こ

れらのプロジェクトの推進以外

にも５つの卓越した研究拠点

（COE）を選定し、バイオインフォ

マティクス研究を振興している

（図表８）。各研究機関にて最先端

のプログラムが実施されている

が、後述するように人材開発を取

り入れている点が注目される。

　この他、インド大手 IT ソフト

ウェア企業もバイオインフォマ

ティクスを次の成長分野として

捉え、自社内にバイオインフォマ

ティクス部門を設立する動きが

目立ってきている。

３‐４

バイオインフォマティクス

に特化した

スーパーコンピュータ施設

　時間の許す限り試行実験を実

行でき、さらに従来見落とされて

いた有益な結果までも拾い直す

ことが可能となる意味で、シミュ

レーションがもたらす効果は絶

大である。インドのバイオイン

フォマティクス研究においても

図表７　インド科学技術省バイオテクノロジー局が管轄する

　　　　バイオインフォマティクス関連プロジェクトの内訳

データベース
作成・管理

12%

創薬・治療支援
など
12%

細胞・代謝系
の解析
10%

ネットワーク
など
10%

検索システム
など
7%

計算機生物学
5%

ゲノム・タンパク
質の解析

25%

タンパク質の
構造解析

19%

科学技術動向研究センターにて作成

図表８　バイオインフォマティクス分野におけるインドの研究拠点

出典 : 参考文献 20, 21）を基に科学技術動向研究センターにて作成

拠点名 所在地 注力分野と特色

Bose Institute Kolkata
分子モデリングおよび遺伝子工学、 特にタンパ

ク質構造および結合解析、 ゲノム、 薬剤標的な

ど。

IISc Bangalore 構造バイオインフォマティクス、 分子設計など。

Jawaharlal Nehru UNIV. New Delhi

ゲノミクス。 計算機バイオロジーおよびバイオイ

ンフォマティクス分野の工学修士、 計算機バイ

オロジーの PhD プログラムを用意。 物理、 数学

など異分野のポスドクトレーニングコースがある。

Madurai Kamaraj UNIV. Madurai
遺伝子工学および構造バイオインフォマティクス。

人材開発トレーニングに特色。 海外との共同研

究が多い。

UNIV. of Pune Pune
計算生物学およびゲノミクス。

計算機、 通信インフラが充実。 ２大データバンク

AVIS、 VIRGEN を開発 ・ 設置。

ゲノム・ タンパク質
　　の解析
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シミュレーション技術は重要な

技術として位置づけられている。

　特に、計算に要する処理時間が

極めて長い問題を扱う科学技術

においては、スーパーコンピュー

タがシミュレーションの鍵を握

る。しかし、インドでは日米でみ

られるような世界最先端のハー

ドウェア性能を追求する動きは

見えない。むしろ独自の計算アル

ゴリズムを開発し、ソフトウェア

の性能向上を目指した研究に力

点が置かれているようである。計

算の高速化には大規模な並列計

算が避けられず、ハードウェア単

体の高速化による性能の最大化

には限界があるため、並列処理に

よって能力を最大限に発揮する

計算アルゴリズムの開発が重要

である。数学、アルゴリズムに強

いとされるインドは、当該分野に

おいて高い競争力を有すると考

えられる。

　インド国内には科学技術計算

用としてのいくつかのスーパー

コンピュータが存在するが、バイ

オインフォマティクスに特化し

たスーパーコンピュータを持つ

２つの施設について述べる。

（1）C-DAC
（Center for Development of
 Advanced Computing）

　C-DAC はインド通信情報技術

省の情報技術部科学ソサエティ

として 1988 年に設立された先進

的情報通信技術を基盤とする研

究開発機関である。インドは日本、

米国、中国と同様に、自国で商用

スーパーコンピュータを開発し

ているが、C-DAC はその母体で

あり、PARAM というシリーズ

のスーパーコンピュータをライ

ンナップとして揃えている。

　2007年２月、C-DACは６ヶ月

以内に、新規にバイオインフォ

マティクスのアプリケーション

専用のスーパーコンピュータを

立ち上げることを発表した22）。

1.5TFLOPSの計算性能を目指し、

まずはインド国内の主要40研究

機関を結ぶゲノムグリッドとよば

れるネットワークに統合し、次い

で産業界とも接続し、相互利用す

る計画となっている。グリッドは、

物理的に離れた計算機システムを

ネットワークで結合して資源活用

するのに有効な手段である。この

仕組みを利用すれば、高価な計算

機システム、アプリケーション、膨

大なデータなどを多くの研究室、

大学で共用して利活用することが

可能になるため、コスト負担の削

減ができ、新たな研究者の参入障

壁を低くすることができる。

（２）SCFBio
（Supercomputing Facility
 for Bioinformatics &
 Computational Biology）

　SCFBio は 2002 年、バイオテ

クノロジー局など複数の機関か

らの資金援助を受け、インド工科

大学（IIT）デリー校に設立された。

目的は、ゲノム解析において今ま

でにない科学的な手法および新

規ソフトウェアの開発 23）にある。

シミュレーション結果よりも、む

しろその手法の研究に重心が置

かれている。このスーパーコン

ピュータは、米国製モジュールの

組合せで製作されており、計算性

能は 600GFLOPS である。開発

したバイオインフォマティクス

関連のソフトウェアおよびツー

ルの一部を公開している 24）。

4  産学官による人材育成の取り組み　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　

４‐１

人材供給システム

　インドの急成長を支えている

のは高等教育を受けた工学系人

材である。図表９は、大学数お

よび高等教育機関の在籍者数の

年次推移を示している。インド

は、大学（University）と Diploma

の 学 位 を 授 与 す る college を

高等教育機関に分類している。

1986-87 年と比較して 2004-05 年

の大学数は倍以上となり、360

を超えた。college も大学数の伸

びと同様に増加しており、その

数は 2004-05 年時点で大学数の

図表９　大学数および高等教育機関在学者数の年次推移

出典 : 参考文献 26）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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およそ 40 倍以上の 16,000 校に

も上り、大学と college の二つ

を合わせた高等教育機関の在学

者数は 1,000 万人を超える。工

学系（理学は除く）に限定すると、

2007-08 年には 53 万人以上が

卒業する見込みで、そのうち 30

万人程度がコンピュータサイエ

ンス、電気電子、通信を専門と

する IT 技能者と推定される 25）。

世界の IT オフショア候補先と

みられている国々との比較では、

インドは２位中国の 2.5 倍の工

学系人材の供給量を有する （図表

10）。

　特に優秀な人材供給の源泉と

なっているのは、インド科学大

学院大学（IISc）、インド工科大学

（IIT）、インド情報技術大学（IIIT）

などのトップレベル大学である

が、これらの大学の卒業者数は

年間１万人程度にすぎない。こ

の他に、college と IT 関連の専

門学校が多数存在する。したがっ

て、インドの急激な発展を支え

る人材供給は、量的の大部分は

college および専門学校が担って

いると考えてよい。

　インドにおける高等教育機関

と産業界の人材整合性を調査し

た結果によると、IT 業界が求め

るスキルを身につけている即戦

力の割合は、技術系新卒の 25%、

college 卒業者のわずか 10% 程

度に留まると報告されている 28）。

このまま何の対策もとらなけれ

ば、2010 年 に は IT-BPO 関 係

で 230 万人の雇用に対し、50 万

人が不足する見込みである。人

材不足問題は IT を基盤とする

産業全体に波及するものであり、

IT を駆使するバイオインフォマ

ティクスにも影響が及ぶと考え

られる。

　即戦力の数字自体は、量的に

は比較的大きいと感じられるが、

それでもなおインドは少ないと

捉えており、人材不足の危険意

識の高さは日本よりも一段と高

ウェア・サービス企業協会であ

る NASSCOM は、IT 分 野 に お

いてアカデミアが供給する人材

と産業界が期待する人材像の

不 整 合 の 改 善にThe Pyramid 

Approach という考え方で取り

組んでいる。このアプローチは、

産業界が必須とするスキル別に

階層（図表 11）を設け、教育機

関のレベルに応じた技術を確実

に学ばせる試みである。将来の

必要とされるスキルを身につけ

る上位層、実務の中核を担うス

キルを身につける中間層、基礎

的な技術の修得を目指す基盤層

に分類し、IT 人材レベル全体の

底上げをはかり、産業界にとっ

て有益な人材プールを構築する

のが狙いである。

（ 1 ）上位層（ToP：Top of  the
　  Pyramid）の人材育成

　直近では必要とされないが、今

後２~ ３年後に必要とされるハイ

エンド技術（バイオインフォマ

ティクス、組込みソフトウェア、

製品アーキテクチャー、DSP、

VLSI、プログラムマネジメント

など）を身に付ける。インド人材

開発省は産業界の協力を仰ぎ、

今後数年間に、上記目的に則し

た研究機関としてインド情報技

術大学（IIIT）を 20 校新設する計

画である。まずは、2008 年まで

い。その理由のひとつには、従

来からの単なる業務アウトソー

シングに代わり、知識業務のア

ウトソーシングの移行を目指す

戦略が背景にあるからである。

インドに世界の先端知識を集積

することによって、知識型社会

へ変貌を遂げようとしているの

である。そのように考えれば、

人材不足は持続的な経済成長は

もとより、国際競争力を高めて

いく上で大きな障壁となるのは

明らかである。

　最近の動きとして、インド政

府は今後７年間に総額 320 億ド

ルをかけ、新たに８つのインド

工科大学（IIT）、７つのインド

経 営 大 学 院（IIM）、20 の イ ン

ド情報技術大学（IIIT）に加え、

370 校の college を設立する計画

を打ち立てており 29, 30）、高等教

育機関の拡充を図ろうとしてい

る。

　以下では、その他に現在まで

に実施されているインドの人材

育成に係わる産学官の取り組み

に焦点を当て、事例を示す。

４‐２

政府とNASSCOM

による取り組み

　教育政策を担当するインド

人 材 開 発 省 と イ ン ド・ ソ フ ト

図表 10　IT オフショア候補先における専門知識を有する人材割合 (2005)

出典 : 参考文献 27）を基に科学技術動向研究センターにて作成

インド
28%

中国
11%

ロシア
10%フィリピン

8%

トルコ
7%

タイ
5%

ポーランド
4%

ブラジル
4%

その他
23%
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に５校を設立する予定である。

（２）中間層（MoP：Midd le  o f 
the Pyramid ）の人材育成

　現在、IT 産業で主流なスキル

として活用されているにもかか

わらず、学生への対応不足が目

立つスキルを確実に身に付けさ

せることを主眼としている。こ

の層は今後、最も人材不足に直

面することが予想されている。

具体的な施策として、インド人

材開発省と NASSCOM はアカデ

ミアに対して以下のプログラム

を実施している。

・学生評価基準の導入

業界標準の学生評価基準を導入

し、学生に自身の能力を理解さ

せる。また、企業側にとっては

学生の雇用適性を測る指標とし

て用いる。

・Finishing Schoolの導入

 （試行段階） 

工学系卒業生に対し、技術およ

びソフトウェアスキルを提供す

るプログラム。入社前に産業界

に特化した知識、スキル、マネ

ジメントなど IT 業界のコンサ

ルタントから訓練される機会が

提供される。企業側から即戦力

養成プログラムとして期待され

ているプログラムのひとつ。

2007 年５月から８週間程度、

IIT Roorkee 校を含む８機関に

より試行中。

・IT人材開発プログラムの実施

産業界とアカデミアのギャップ

を埋める施策として、ワーク

ショップ、トレーニングプログ

ラムなどを通じて相互理解の場

を提供。ファカルティトレーニ

ングワークショップあるいはサ

バティカルは、教員自身が現状

の教授方法や重要領域へのアプ

ローチに気づきを与える良い機

会となっている。

（3）基盤層（BoP： Base of the 
Pyramid ）の人材育成

　 ネ ッ ト ワ ー ク 技 術、 ハ ー ド

ウェアメンテナンスのような

基礎的な技術を身に付けること

を目的とする。訓練によって確

実に雇用可能な人材にするため

に 業界標準能力検定（NAC： 

NASSCOM’s Asses smen t 

Competence）を 実 施。 昨 年、

Rjasthan 州において NAC 試験

が先行的に実施され、2,500 名が

受験した。2007 年３月に試験結

果が公開され、インド情報通信

省と州政府の共催によるジョブ

フェアが開催された。2007 年末

にはインド各地で NAC の実施が

展開される予定となっている。

４‐3

大学および研究機関における

バイオインフォマティクス

人材育成

　バイオインフォマティクスに

関する人材育成の一例として、

インドはバイオインフォマティ

クスの研究拠点（COE）に、人材

開発に特色を持つプログラムを

実施している（図表 8）。なかで

も Jawaharlal Nehru 大 学 は 物

理、数学など異分野のポスドク

をバイオインフォマティクス研

究者に転身させるためのトレー

ニングを実施している点が興味

深い。

　COE 以外にも、全国にある研

究機関においてバイオインフォ

マティクスをツールとして使用

できるようにするための研修プ

ログラムを用意し、積極的に当

該分野の人材育成を振興してい

る。2005 年度実績では、短期ト

レーニングプログラムが 80 コー

ス以上実施され、様々なバイオ

テクノロジー分野において 3,000

人以上の研究者、教員、学生が

バイオインフォマティクスの使

用方法を学んでいる 21）。

４‐4

ソフトウェア企業による

取り組み

（ 1 ）産学にまたがる研修プログ

ラム

　インド大手ソフトウェア企業の

なかには、即戦力となる人材を学

生時代に育成するプログラムの他

に、海外からグローバルな人材を

呼び寄せるいくつかの試みをして

いるところがある（図表 12）。世

界各国から将来を担う優秀な人材

を呼び寄せ、その国のニーズ、文

化をいち早く吸収しようとする意

ToP
(上位層)

BoP
(基盤層)

MoP
(中間層)

図表 11　インド人材開発省と NASSCOM による人材育成

　　　　 （The Pyramid Approach）

出典 : 参考文献 31）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図がみられる。入社後は、充実し

た社内研修プログラムを用意し、

一度に 5,000 人の研修が可能な施

設を用意している企業もある。多

くの場合、業務を離れ数ヶ月にわ

たる社内研修を受講し、最先端の

技能を修得している。

　このような人材開発プログラ

ムを大規模に実施できるのは、

社内教育専属として数多くの大

学教員を正社員に採用したこと

が挙げられる。また、現職の大

学教員がサバティカルを利用し、

企業のニーズや最先端の技術を

学ぶ制度もある。これは大学教

員の再教育を促し、最終的に大

学教育に反映され、産学のギャッ

プを埋める働きを担っている。

（ 2 ）世界規模の人材獲得の動き

　急成長するインドであるが、

IT 技術者の給与の高騰が問題と

なっている。インドの IT 産業従

事者は、すでに他の産業より圧倒

的に高い年収を得ているが、最

近その上昇が激しい。2004 年の

実績では、新入社員レベルが年

13%、プロジェクトマネジャーレ

ベルが年 23% 上昇している 27）。

これにインドルピーの高騰が追

い討ちをかけ、IT 労働力の低コ

ストというメリットが薄れつつ

ある。また、既述のようにイン

ド国内に進出する海外企業が増

加し、インド国内で質の高い人

材を確保することが以前よりも

困難になりつつある。

　このような問題の対処に、イ

ンド企業は海外に活路を見出そ

うとしている。そのひとつが、「グ

ローバルデリバリーモデル」の

適用である。この考え方は、本

来はプロジェクトの最適化を図

るための分散マネジメントのフ

レームワークとされているが、優

れた人材の確保の側面が強いと

考えられる。インド企業は 11 億

人の人口を有する自国以外から

も、世界規模で優秀な人材獲得を

加速している。

　この適用例のひとつが中国で

ある。

　インドは IT 人材を豊富に抱

え、同じく成長著しい中国との

関係を強化している 32）。中国は

インドと同様、近年 IT 産業の急

発展を遂げ、人材供給量はイン

ドに次いで多いが、IT 技術者の

年収はインドほど高騰していな

い。したがって、優れた人材の

確保とともに、中国進出してい

る欧米企業からの受注、さらに

は巨大な中国市場に狙いを定め、

インド大手ソフトウェア企業が

相次いで中国に進出し、大規模

に中国展開している。一例では

あるが、すでに上海、北京、大連、

広州の拠点に加え、さらに 2008

年に、南京に開発センター、トレー

ニングセンター、コンベンション

センター、レクレーション設備、

宿泊施設を備えた 2,500 人規模

のグローバルデリバリキャンパ

ス（GDC）を開設予定 33）としてい

る企業もある。例えば、中国では

日本語対応が可能な人材がイン

ドよりも多く確保できるため、中

国拠点を足がかりに日本市場を

開拓することも視野に入れてい

る。中国にとっては、人材雇用の

拡大、インドが持つ高いプロジェ

クトマネジメント能力の習得に

つながり、両国の利害関係の一致

がみられる。

　中国の他には、主に北米のオ

フショア先となっているブラジ

ルとも同様の関係を構築しよう

としている。

図表 12　大手ソフトウェア企業の人材開発プログラムの一例

出典 : 参考文献９）を基に科学技術動向研究センターにて作成

プログラム名 内容

Campus Connect

産業界とアカデミアの関係をより強固にし、IT 産業の発展を
目指す取り組み（2004 年に開始）。産業界のニーズを学生に習
得させ、即戦力の IT 専門家を育成する技術研修、セミナー等
を用意。

Global Talent Program 特に米国大学の学部生を対象とした人材雇用プログラム。

InStep
1999 年に開始したグローバルインターンシップ制度。年間を

通して実施され、これまでに世界中から 12,000 件の応募実績
がある。

　近年のインドの躍進を支えてき

たのはソフトウェアを中心とす

る IT 産業であった。インドは世

界の IT オフショア市場の６割を

占めるソフトウェア大国に成長し

た。インド国内の需要が乏しく、

必然的にグローバル市場に目を向

けざるを得なかったわけだが、IT

黎明期から教育面、ビジネス面で

も世界の先端を走っていた米国を

指向したことが現在の好循環を生

み出したと考えられる。しかし、

世界の IT 業界をリードする米国

でも認められる頭脳をもつ人材を

インドが備えていなければこのよ

うな発展はなかっただろう。ソフ

トウェアの確固たる強みが、現在

のインド全体の強みにつながって

いることは間違いない。

　そのインドが次に狙う市場が

巨大バイオ産業である。特に、

IT 産業との親和性が高く、バイ

オテクノロジーの基盤技術とな

るバイオインフォマティクスに

国を挙げて注力し始めている。

その研究成果が生み出す潜在市

場の大きさは計り知れない。バ
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イオインフォマティクスという

言葉が使われ始める 10 年も前

に、すでにバイオインフォマティ

クスの重要性に気づき、インフ

ラが十分とはいえなかっただろ

う環境でネットワークを構築す

るだけでなく、人材育成にも力

を入れていたことは、驚くべき

ことである。

　このような産業発展を支えて

いるのは高等教育を受けた工学

系人材である。しかし、世界第

２位の人口を誇るインドでさえ

も、あまりにも急激な経済発展

のために必要な人材を十分に確

保することは難しい。人材不足

は持続的な経済成長はもとより、

国際競争力を高めていく上で大

きな障壁となる。そのため、イ

ンドは高等教育機関の充実を通

じて、産業界とアカデミアの人

材ギャップを埋めるべく必要な

人材の育成に取り組んでいる。

　インドは人材不足に対する危

機意識が高く、人材育成および人

材確保に積極的である。その理由

は、知識型社会としての発展を目

指し、新しい時代を開く原動力と

して人材を捉えているからであ

ろう。インドが目指しているのは、

従来の業務アウトソーシングか

ら優秀な人材を基盤とした知識

業務のアウトソーシング、さらに

は知識型社会としての発展に他

ならない。インドは 25 歳以下だ

けでも５億人以上が存在し、高等

教育機関の拡大も着実に推進し

ている。しかし、そのインドです

ら世界規模で優秀な人材を確保

しようとする動きを見せている

ことに対し、我々はもっと目を向

けるべきだろう。
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